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序章 本調査の研究の目的と方法 

１．本調査研究の目的 

会計制度の国際化が進展する中で、平成２３年２月に中小企業の実態に即した新たな「中小企業の会

計処理のあり方を示すもの」を検討すべく、中小企業者関係者等が主体となり、中小企業庁、金融庁を共

同事務局とする「中小企業の会計に関する検討会」及び「同ワーキンググループ」を設置し、平成２４年 

２月に「中小企業の会計に関する基本要領」（以下、中小会計要領をいう。）が策定された。 

中小会計要領の普及において、平成２４年度～平成２６年度の３年間を集中広報・普及期間と位置付

けており、今年度は最終年度としてこれまでの成果を総点検するとともに、次なるステージに向けた政策

課題の検討を行う期間となっている。 

中小会計要領は、①決算書の信頼性が向上する、②その結果、自社の財務状況が明らかになり、投

資判断、経営改善等を的確にできるようになる、③金融機関、取引先等から信頼され、スムーズな資金調

達や取引先拡大につながることから、中小企業の経営改善を実現するためには、その活用が不可欠であ

り、中小会計要領の定着に向けた一層の取組みが重要となっている。 

このため、中小企業における普及・活用状況等を把握するとともに、更なる普及・活用方策の検討に資

するため、中小企業及び中小企業を会計面で支援する認定支援機関に対してアンケート調査を実施し

た。 
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２．アンケート調査の概要 

（１）アンケート配布 

①中小企業：５，０００社 

②認定支援機関向け（税理士・税理士法人：４，５００社、金融機関：５００行） 

 

（２）サンプルの取り方 

中小企業については、東京商工リサーチ（株）保有のデータベースを使用。経済センサス（総

務省）記載の都道府県別、産業大分類別の企業立地割合に応じて抽出した。 

税理士・税理士法人については、認定支援機関データベースを使用。中小企業白書２０１４年

版（中小企業庁）記載の中小企業の都道府県別立地の割合に応じて抽出した。 

 金融機関については、認定支援機関データベースを使用。地方銀行、第二地方銀行、信用金庫、

信用組合から各１支店をランダムに抽出した。（一部東京都、大阪府など大都市圏を中心に立地す

る金融機関からは２支店を抽出し、５００行となるように調整した。） 

 

（３）調査手法 

電子メール、郵送にて調査票配布、FAX にて回収 

 

（４）調査期間 

2014 年 12 月 8日～2015 年 1 月 23 日 

 

（５）回収結果 

 ①中小企業：８６２社（回収率１７．２％） 

 ②認定支援機関向け 

    税理士・税理士法人：７３６社（回収率１６．４％） 

   金融機関：２４２行（回収率４８．４％） 
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第 1章 税理士・税理士法人 単純集計結果 

 

（１） 中小会計要領等の認知度について 

ⅰ．中小会計要領の認知度 

中小会計要領の存在について「①知っている」との回答が 100％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①知っている 

100.0% 

※有効回答：723件 
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ⅱ．中小会計要領、中小会計指針への準拠割合 

 「①中小会計要領に完全準拠」している割合が 52.4％と最も多く、次いで「②中小会計要領に

部分準拠」（40.8％）、「④中小会計指針に部分準拠」（38.6％）、「③中小会計指針に完全準拠」（28.3％）

の順となった。 

単純集計 

 

 

各項目が重複していると捉えている者のみを集計（合算値＞１００％） 

 「④中小会計指針に部分準拠」している割合が 56.4％と最も多く、次いで「①中小会計要領に

完全準拠」（54.6％）、「②中小会計要領に部分準拠」（49.4％）、「③中小会計指針に完全準拠」（39.4％）

の順となった。 

 

 

52.4% 

40.8% 

28.3% 

38.6% 

①中小会計要領に完全準拠 

②中小会計要領に部分準拠 

③中小会計指針に完全準拠 

④中小会計指針に部分準拠 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

※有効回答：723件 

54.6% 

49.4% 

39.4% 

56.4% 

①中小会計要領に完全準拠 

②中小会計要領に部分準拠 

③中小会計指針に完全準拠 

④中小会計指針に部分準拠 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

※有効回答：476件 

※有効回答としたのは「顧問先の中小企業数 ＞= 会計要領完全準拠数＋部分準拠数

＋会計指針完全準拠数＋部分準拠数」を満たすもの 
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各項目が重複しないと捉えている者のみを集計（合算値≦１００％） 

 「①中小会計要領に完全準拠」している割合が 48.4％と最も多く、次いで「②中小会計要領に

部分準拠」（24.7％）、「③中小会計指針に完全準拠」（7.4％）、「④中小会計指針に部分準拠」（5.4％）、

の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.4% 

24.7% 

7.4% 

5.4% 

①中小会計要領に完全準拠 

②中小会計要領に部分準拠 

③中小会計指針に完全準拠 

④中小会計指針に部分準拠 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

※有効回答：247件 

※有効回答としたのは「顧問先の中小企業数 ＞= 会計要領完全準拠数＋部分準拠数

＋会計指針完全準拠数＋部分準拠数」を満たすもの 
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（２） 経営者の会計の活用状況について 

ⅰ．顧問先の経営者は、決算書類を使って自社の経営内容を説明することができるかについて 

「②ある程度は理解しているが、曖昧な部分もある」が 51.1％と最も多く、「①完全に決算内

容を理解し、正確に説明することができる」が 29.2％、「③全く理解しておらず、説明もできな

い」が 19.8％と続く結果となった。 

 

 

ⅱ．御社の顧問先において、月次決算を行っている割合 

「⑤8～10割」が 47.3％と最も多く、「④6～8割未満」が 22.3％、「③4～6割未満」が 11.6％、

「①2割未満」「②2～4割未満」が 9.4％と続く結果となった。 

 

 

①完全に決算内

容を理解し、正

確に説明するこ

とができる 

29.2% 

②ある程度は理

解しているが、

曖昧な部分もあ

る 

51.1% 

③全く理解して

おらず、説明も

できない 

19.8% 

※有効回答：679件 

①2割未満 

9.4% 

②2～4割未満 

9.4% 

③4～6割未満 

11.6% 

④6～8割未満 

22.3% 

⑤8～10割 

47.3% 

※有効回答：672件 
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ⅲ．顧問先の棚卸し（実地棚卸しのみならず、帳簿による推定棚卸しも含む）の頻度 

「②年１回実施している」が 76.7％と最も多く、「①毎月実施している」が 16.9％、「③その他」

が 6.4％と続く結果となった。 

 

 

ⅳ．顧問先の経営者から経営改善上の相談を受けることがあるか 

 「②年に数回ある」が 44.3％と最も多く、「③ほとんどない」が 30.8％、「①頻繁にある」が

24.9％と続く結果となった。 

 

①毎月実施してい

る 

16.9% 

②年に1回実施し

ている 

76.7% 

③その他 

6.4% 

※有効回答：707件 

①頻繁にある 

24.9% 

②年に数回にある 

44.3% 

③ほとんどない 

30.8% 

※有効回答：706件 
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ⅴ．相談内容 

 「②収益の向上」が最も多く、「①経営の安定」、「④返済能力の改善」、「③業容拡大」、「⑤生産

性の向上」、「⑥その他」と続く結果となった。 

 

（３）経営者に対する経営改善のアドバイス等について 

顧問先に対して経営改善のアドバイスをどのような割合で行っているか 

 「②求められれば随時行っている」が 45.1％と最も多く、「①定期的にアドバイスを行う機会

を設けている」が 42.3％、「③ほとんど行っていない」が 12.7％と続く結果となった。 

 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

（得点） 

※有効回答：696件 

※上記は頻度の高い順位に応じて得点（1位：6点、2位：5点、3位：4点、4位：3

点、5位：2点、6位：1点、選択外：0点）を付与した。 

①定期的にアドバ

イスを行う機会を

設けている 

42.3% 

②求められれば随

時行っている 

45.1% 

③ほとんど行って

いない 

12.7% 

※有効回答：709件 
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第２章 金融機関 単純集計結果 

 

（１） 経営者の理解度について 

ⅰ．取引先の経営者は、決算書類を使って自社の経営内容を説明することができるか 

 「②ある程度は理解しているが、曖昧な部分もある」が 52.6％で最も多く、「①完全に決算内

容を理解し、正確に説明することができる」が 35.9％、「③全く理解しておらず、説明もできな

い」が 11.5％と続く結果となった。 

 

 

ⅱ．決算時の説明は誰が行っているか 

「①経営者本人」が 59.8％と最も多く、「②経理担当役員、及び（課長級以上の）管理職」が

31.0％、「③会計専門家（顧問税理士・公認会計士）」が 6.0％と続く結果となった。 

 

①完全に決算内

容を理解し、正

確に説明するこ

とができる。 

35.9% 
②ある程度は理

解しているが、

曖昧な部分もあ

る。 

52.6% 

③全く理解して

おらず、説明も

できない。 

11.5% 

※有効回答：242件 

※上記有効回答数を基に、各回答の平均値を算出 

①経営者本人 

59.8% 

②経理担当役

員、及び（課長

級以上の）管理

職 

31.0% 

③会計専門家

（顧問税理士・

公認会計士） 

6.0% 

④その他 

3.2% 

※有効回答：240件 

※上記有効回答数を基に、各回答の平均値を算出 
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（２） 月次決算、棚卸し状況 

ⅰ．取引先における月次決算を行っている割合 

 「①2割以下」が 31.0％と最も多く、「③5～6割」が 24.8％、「②3～4割」が 24.4％、「④7～8

割」が 19.0％、「⑤9～10 割」が 0.8％と続く結果となった。 

 

ⅱ．取引先の棚卸し（実地棚卸しのみならず、帳簿による推定棚卸しも含む）の頻度 

 「②年１回実施している」が 72.4％と最も多く、「①毎月実施している」が 20.3％、「③その他」

が 7.3％と続く結果となった。 

 

①2割以下 

31.0% 

②3～4割 

24.4% 

③5～6割 

24.8% 

④7～8割 

19.0% 

⑤9～10割 

0.8% 

※有効回答：242件 

①毎月実施してい

る 

20.3% 

②年１回実施して

いる 

72.4% 

③その他 

7.3% 

※有効回答：239件 

※上記有効回答数を基に、各回答の平均値を算出 
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（３） 経営者に対する経営改善のアドバイス等 

ⅰ．取引先の経営者から経営改善上の相談を受けることがあるか 

「③ほとんどない」が 47.0％と最も多く、「②年に数回ある」が 37.7％、「①頻繁にある」が

15.3％と続く結果となった。 

 

 

ⅱ．相談内容 

「②収益の向上」が最も多く、「①経営の安定化」、「④返済能力の改善」、「③業容拡大」、「⑤生産

性の向上」、「⑥その他」と続く結果となった。 

 

 

 

 

①頻繁にある 

15.3% 

②年に数回ある 

37.7% 

③ほとんどない 

47.0% 

※有効回答：240件 

※上記有効回答数を基に、各回答の平均値を算出 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400
（得点） 

※有効回答：242件 

※上記は頻度の高い順位に応じて得点（1位：6点、2位：5点、3位：4点、4位：3

点、5位：2点、6位：1点、選択外：0点）を付与した。 
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ⅲ．取引先に対して経営改善のアドバイスをどのような割合で行っているか 

「②求められれば随時行っている」が 54.3％と最も多く、「①定期的にアドバイスを行う機会

を設けている」が 28.1％、「③ほとんど行っていない」が 17.6％と続く結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①定期的にアドバ

イスを行う機会を

設けている。 

28.1% 

②求められれば随

時行っている。 

54.3% 

③ほとんど行って

いない。 

17.6% 

※有効回答：236件 

※上記有効回答数を基に、各回答の平均値を算出 
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（４）取引先企業における重視する指標 

取引先企業の「健全性」を判断する指標の優先度 

「⑦自己資本比率」が最も多く、「②売上高経常利益率」、「⑤債務償却年数」、「④流動比率」が

続く結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（得点） 

※有効回答：242件 

※上記は優先順位に応じて得点（1位：10点、2位：9点、3位：8点、4位：7点、5

位：6点、6位：5点、7位：4点、8位：3点、9位：2点、10位：1点、選択外：0点）

を付与した。 
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第３章 中小企業 単純集計結果 

 

（１） 基礎情報 

ⅰ．業種 

  回答企業の業種を見ると、「⑤卸／小売業」（20.6％）、「⑧サービス業」（20.3％）、「①建設業」

（20.0％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①建設業 

20.0% 

②製造業  

16.6% 

③情報通信業 

0.9% 

④運輸業 

1.8% ⑤卸／小売業 

20.6% 

⑥飲食店／宿泊業 

7.5% 

⑦不動産業 

5.6% 

⑧サービス業 

20.3% 

⑨その他 

6.8% 

※有効回答：856件 
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ⅱ．会社形態 

 会社形態をみると「①株式会社（譲渡制限あり）」が 47.8％と最も多く、「②株式会社（譲渡制限

なし）」（26.1％）、「③特例有限会社」（22.7％）の順となった。 

 

 

ⅲ．大企業子会社 

大企業の子会社かどうかをみると、「①大企業の子会社である」が 2.5％、「②大企業の子会社で

はない」が 97.5％となった。 

 

①株式会社（譲渡

制限あり） 

47.8% 

②株式会社（譲渡

制限なし） 

26.1% 

③特例有限会社 

22.7% 

④その他 

3.4% 

※有効回答：797件 

①大企業の子会社

である 

2.5% 

②大企業の子会社

ではない 

97.5% 

※有効回答：833件 
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ⅳ．業暦 

業暦をみると、「④30 年～50年未満」が 34.2％と最も多く、次いで「⑤50年以上」（28.1％）、

「③10～30 年未満」（27.6％）の順となった。 

 

 

ⅴ．資本金 

 資本金をみると、「②500 万円超～1,000 万円以下」が 36.2％と最も多く、次いで「①500 万円

以下」（22.1％）、「③1,000 万円超～3,000 万円以下」（19.6％）の順となった。 

 

①5年未満 

4.4% 

②5～10年未満 

5.7% 

③10～30年未満 

27.6% 

④30～50年未満 

34.2% 

⑤50年以上 

28.1% 

※有効回答：825件 

①500万円以下 

22.1% 

②500万円超～

1,000万円以下 

36.2% 

③1,000万円超～

3,000万円以下 

19.6% 

④3,000万円超～

5,000万円以下 

7.5% 

⑤5,000万円超～

1億円以下 

4.5% 

⑥1億円超～3億

円以下 

4.6% 

⑦3億円超 

5.5% 

※有効回答：842件 
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ⅵ．直近の年間売上高 

 直近における年間売上高をみると、「④1億～3億円未満」が 30.0％と最も多く、次いで「⑥5

億～30 億円未満」（17.5％）、「③5,000 万～1億円未満」（16.4％）の順となった。 

 

 

ⅶ．従業員数 

 従業員数をみると、「②1～5人」が 29.5％と最も多く、次いで「④11～20 人」（20.4％）、「③6

～10人」（19.7％）の順となった。 

 

①3,000万円未満 

12.1% 

②3,000～5,000万

円未満 

6.8% 

③5,000～1億円

未満 

16.4% 

④1億～3億円未

満 

30.0% 

⑤3億～5億円未

満 

11.5% 

⑥5億～30億円未

満 

17.5% 

⑦30億円以上 

5.8% 

※有効回答：811件 

①0人 

1.7% 

②1～5人 

29.5% 

③6～10人 

19.7% 

④11～20人 

20.4% 

⑤21～50人 

18.2% 

⑥51～100人 

6.8% 

⑦101～300人 

2.9% 

⑧301人以上 

0.8% 

※有効回答：834件 
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ⅷ．従業員数（内 経理財務担当の人員数） 

従業員数（内 経理財務担当の人員数）をみると、「②1人」が 58.2％と最も多く、「③２人」

（17.9％）、「①0人」（12.2％）の順となった。 

 

（２） 直近３ヵ年の損益状況 

 直近３ヵ年の損益状況をみると、「③収支は概ねトントンである」が 35.1％と最も多く、次い

で「②黒字基調ではあるが、黒字幅は減少傾向にある」（21.5％）、「④赤字基調ではあるが、赤字

幅は減少傾向にある」（18.0％）の順となった。 

 

①0人 

12.2% 

②1人 

58.2% 

③2人 

17.9% 

④3人 

6.5% 

⑤4人 

1.9% 

⑥5人 

1.6% 

⑦6人以上 

1.7% 

※有効回答：804件 

①黒字基調であ

り、黒字幅は増加

傾向である 

16.7% 

②黒字基調ではあ

るが、黒字幅は減

少傾向にある 

21.5% 

③収支は概ねトン

トンである 

35.1% 

④赤字基調ではあ

るが、赤字幅は減

少傾向にある 

18.0% 

⑤赤字基調であ

り、赤字幅は増加

傾向である 

8.7% 

※有効回答：846件 
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（３） 取引のある主要な金融機関（複数回答形式） 

 取引のある主要な金融機関をみると、「②地方銀行」が 70.4％と最も多く、次いで「④信用金

庫」（44.7％）、「①都市銀行」（30.5％）の順となった。 

 

（４） 経理事務の状況 

 「②自社の会計ソフト等に入力しており、定期的に会計専門家のチェックを受けている」が

63.9％と最も多く、次いで「①自社で記帳、伝票入力は行っておらず、納品書、請求書、領収書

等を会計専門家（税理士・公認会計士等）に提出している（記帳代行）」（24.7％）となった。 

 

30.5% 

70.4% 

9.0% 

44.7% 

5.6% 

6.7% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

①都市銀行 

②地方銀行 

③第２地方銀行 

④信用金庫 

⑤信用協同組合 

⑥その他 

※有効回答：845件 

※当設問の選択肢①～⑥のいずれかに回答したものを有効回答とした。 

①自社で記帳、伝

票入力は行ってお

らず、納品書、請

求書、領収書等を

会計専門家（税理

士・公認会計士

等）に提出してい

る（記帳代行） 

24.7% 

②自社の会計ソフ

ト等に入力してお

り、定期的に会計

専門家のチェック

を受けている 

63.9% 

③会計参与を設置

し、自社で決算書

を作成 

2.7% 

④その他 

8.8% 

※有効回答：830件 
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（５） 普段、付き合いのある会計専門家（複数回答形式） 

付き合いのある会計専門家をみると、「①税理士」が 99.5％と最も多く、次いで「②公認会計

士」（6.4％）、「④その他」（1.4％）の順となった。 

 

 

（６） 記帳頻度 

記帳頻度をみると、「①毎営業日」が 43.6％と最も多く、次いで「③毎月」（35.5％）、「②毎週」

（12.3％）の順となった。 

 

99.5% 

6.4% 

1.3% 

1.4% 

0.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

①税理士 

②公認会計士 

③商工会議所や商工会等 

の経営指導員 

④その他 

⑤付き合いのある 

会計専門家はいない 

※有効回答：833件 

※当設問の選択肢①～⑤のいずれかに回答したものを有効回答とした。 

①毎営業日 

43.6% 

②毎週 

12.3% 

③毎月 

35.5% 

④四半期ごと 

4.0% 

⑤年一回 

2.1% 

⑥その他 

1.0% 

⑦会計専門家に依

頼のため不明 

1.6% 

※有効回答：828件 
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（７） 会計ソフトの利用状況 

 会計ソフトの利用状況をみると、「①顧問先の会計事務所が推奨する会計ソフト」が 47.4％と

最も多く、次いで「②市販のソフト」が 35.4％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①顧問先の会計事

務所が推奨する会

計ソフト 

47.4% 

②市販のソフト 

35.4% 

③その他 

17.2% 

※有効回答：774件 
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（８） 中小会計要領等の認知度と導入状況 

ⅰ．中小会計要領の認知度 

中小会計要領の認知度についてみると、「①知っている」が 24.4％、「②知らない」が 75.6％と

なった。 

 

 

ⅱ．中小会計要領の導入状況 

 中小会計要領の導入状況をみると、「①導入している」が 31.2％と最も多く、次いで「③完全

に導入しているかは分からないが、従前から行っている会計処理が中小会計要領にほとんど拠っ

ている」（30.2％）、「④会計専門家に任せているため把握していない」（24.1％）の順となった。 

 

①知っている 

24.4% 

②知らない 

75.6% 

※有効回答：824件 

①導入している 

31.2% 

②導入していない 

14.6% 

③完全に導入して

いるかは分からな

いが、従前から

行っている会計処

理が中小会計要領

にほとんど拠って

いる 

30.2% 

④会計専門家に任

せているため把握

していない 

24.1% 

※有効回答：199件 

※当設問の対象は設問（8-ⅰにて「①知っている」と回答した企業（201社） 
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ⅲ．中小会計要領の導入時期 

 中小会計要領の導入時期をみると、「⑤2012 年」が 26.2％と最も多く、次いで「⑥2013 年」

（21.3％）、「②2001 年～2005 年」（14.8％）の順となった。 

 

 

ⅳ．中小会計要領への準拠度合い 

中小会計要領の準拠度合いをみると、「①完全に準拠している」が 82.3％、「②一部だけ準拠し

ている」が 16.1％となった。 

 

①2000年以前 

13.1% 

②2001～2005年 

14.8% 

③2006～2010年 

13.1% 

④2011年 

3.3% 

⑤2012年 

26.2% 

⑥2013年 

21.3% 

⑦2014年 

3.3% 

⑧2015年 

3.3% 

⑨不明 

1.6% 

※有効回答：61件 

※当設問の対象は設問（8）ⅰにて「①知っている」と回答→同ⅱにて「①

導入している」と回答した企業（62社） 

①完全に準拠して

いる 

82.3% 

②一部だけ準拠し

ている 

16.1% 

③不明 

1.6% 

※有効回答：62件 

※当設問の対象は設問（8）ⅰにて「①知っている」と回答→同ⅱにて「①

導入している」と回答した企業（62社） 
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ⅴ．中小会計要領を導入したきっかけ（複数回答形式） 

 中小会計要領を導入したきっかけをみると、「③会計専門家に勧められたため」が 61.3％と最

も多く、次いで「①会計情報を活用して自社の経営改善に取り組むため」（38.7％）、「②信用保証

協会の割引制度や日本政策金融公庫の優遇金利での融資を受けるため」（30.6％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.7% 

30.6% 

61.3% 

0.0% 

6.5% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

①会計情報を活用して自社の経営改善に取り組

むため 

②信用保証協会の割引制度や日本政策金融公庫

の優遇金利での融資を受けるため 

③会計専門家に勧められたため 

④補助金の受給に有利なため 

⑤その他 

※有効回答：62件 

※当設問の選択肢①～⑤のいずれかに回答したものを有効回答とした。 

※当設問の対象は設問（8）ⅰにて「①知っている」と回答→同ⅱにて「①導入して

いる」と回答した企業（62社） 
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（９） 中小会計要領等の経営への活用状況 

ⅰ．中小会計要領に基づく決算書を自社の経営力強化に活用しているか 

「① 活用している」が 77.0％、「②活用していない」が 23.0％となった。 

 

ⅱ．具体的に、どのように自社の経営力強化に活用しているか（複数回答形式） 

 具体的な活用方法をみると、「①取引金融機関に対する信用情報の開示」が 85.1％と最も多く、

次いで「②売上高のみを目標とせず、利益を意識した経営」（76.6％）、「③部門毎のコスト管理」

（34.0％）の順となった。 

 

①活用している 

77.0% 

②活用していない 

23.0% 

※有効回答：61件 

※当設問の対象は設問（8）ⅰにて「①知っている」と回答→同ⅱにて「①

導入している」と回答した企業（62社） 

85.1% 

76.6% 

34.0% 

31.9% 

0.0% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

①取引金融機関に対する信用情報の開示 

②売上高のみを目標とせず、利益を意識した経

営 

③部門毎のコスト管理 

④販売や仕入れの適正化 

⑤その他 

※有効回答：47件 

※当設問の選択肢①～⑤のいずれかに回答したものを有効回答とした。 

※当設問の対象は設問（8）ⅰにて「①知っている」と回答→同ⅱにて「①導入して

いる」と回答→（9）ⅰにて「①活用している」と回答した企業（47社） 
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ⅲ．中小会計要領に基づく計算書類を作成したことの効果（複数回答形式） 

 中小会計要領に基づく計算書類を作成したことの効果をみると、「②金融機関、保証協会からの

評価（信用力）が上がった」が 81.8％と最も多く、次いで「①経営状態が好転した」（29.5％）、

「③取引先からの評価（信用力）が上がった」（15.9％）の順となった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

29.5% 

81.8% 

15.9% 

6.8% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

①経営状態が好転した 

②金融機関、保証協会からの 

評価（信用力）が上がった 

③取引先からの評価（信用力） 

が上がった 

④その他 

※有効回答：44件 

※当設問の選択肢①～④のいずれかに回答したものを有効回答とした。 

※当設問の対象は設問（8）ⅰにて「①知っている」と回答→同ⅱにて「①導入して

いる」と回答→（9）ⅰにて「①活用している」と回答した企業（47社） 
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（１０）中小会計要領を導入していない企業の概況 

ⅰ．中小会計要領を導入していない理由（複数回答形式） 

 中小会計要領を導入していない理由をみると、「③導入するメリットが感じられないため」が

42.3％と最も多く、次いで「①自社のルールを変更する必要がないため」「②会計専門家（税理士・

公認会計士等）から導入を勧められていないため」（共に 38.5％）、「④税務署に申告するだけな

ので必要性を感じないため」（19.2％）の順となった。 

 

ⅱ．計算書類の作成基準 

 計算書類の作成基準をみると、「③企業会計を意識することなく、法人税法に定める方法で作成

している」が 48.0％と最も多く、次いで「④会計専門家に任せており、把握していない」（24.0％）、

「②上場企業向けの「企業会計基準」に基づいて作成している」の順となった。 

 

38.5% 

38.5% 

42.3% 

19.2% 

11.5% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

①自社のルールを変更する必要がないため 

②会計専門家（税理士・公認会計士等）から導

入を勧められていないため  

③導入するメリットが感じられないため 

④税務署に申告するだけなので必要性を感じな

いため  

⑤その他 

※有効回答：26件 

※当設問の選択肢①～⑤のいずれかに回答したものを有効回答とした。 

※当設問の対象は設問（8）ⅰにて「①知っている」と回答→同ⅱにて「②導入して

いない」と回答した企業（29社） 

①「中小会計指

針」に基づいて作

成している 

12.0% 

②上場企業向けの

「企業会計基準」

に基づいて作成し

ている 

16.0% ③企業会計を意識

することなく、法

人税法に定める方

法で作成している 

48.0% 

④会計専門家に任

せており、把握し

ていない 

24.0% 

※有効回答：25件 

※当設問の対象は設問（8）ⅰにて「①知っている」と回答→同ⅱにて「②導入して

いない」と回答した企業（29社） 



 

30 

 

（１１）会計について 

会計を経営に活用することについて（複数回答形式） 

「①経営状況を把握し、改善するために重要なことと考える」が 87.9％と最も多く、次いで「②

金融機関からの借り入れや取引先への説明に必要なものと考える」（55.0％）、「③関心はあるが具

体的な役立て方が分からない」（9.0％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

87.9% 

55.0% 

9.0% 

4.2% 

2.5% 

1.1% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

①経営状況を把握し、改善するために重要なこ

とと考える 

②金融機関からの借り入れや取引先への説明に

必要なものと考える 

③関心はあるが具体的な役立て方が分からない 

④会計は難しすぎて分からない 

⑤会計はコストが掛かるだけであり、極力省力

化している 

⑥その他 

※有効回答：813件 

※当設問の選択肢①～⑥のいずれかに回答したものを有効回答とした。 
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第４章 クロス集計結果 

（１） 業種別 

ⅰ．中小会計要領の認知度 

中小会計要領を「①知っている」と回答した割合は「情報通信・運輸・その他」において 32.9％

と最も多く、次いで「サービス業」（26.9％）、「卸／小売業」（24.6％）の順となった。 

 

 

ⅱ．中小会計要領の導入状況 

中小会計要領を「①導入している」と回答した割合は「卸／小売業」において 34.1％と最も多

く、次いで「サービス業」「飲食店／宿泊業」（共に 33.3％）、建設業（30.0％）の順となった。 

 

24.4% 

20.1% 

24.6% 

19.7% 

19.6% 

26.9% 

32.9% 

75.6% 

79.9% 

75.4% 

80.3% 

80.4% 

73.1% 

67.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業（164） 

製造業（134） 

卸／小売業（171） 

飲食店／宿泊業（61） 

不動産業（46） 

サービス業（167） 

情報通信・運輸・その他（79） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる ①知っている ②知らない 

30.0% 

29.6% 

34.1% 

33.3% 

22.2% 

33.3% 

28.0% 

7.5% 

14.8% 

9.8% 

33.3% 

22.2% 

15.6% 

20.0% 

35.0% 

29.6% 

36.6% 

25.0% 

22.2% 

22.2% 

32.0% 

27.5% 

25.9% 

19.5% 

8.3% 

33.3% 

28.9% 

20.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業（40） 

製造業（27） 

卸／小売業（41） 

飲食店／宿泊業（12） 

不動産業（9） 

サービス業（45） 

情報通信・運輸・その他（25） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる 

①導入している 

②導入していない 

③完全に導入しているかは分からないが、従前から行っている会計処理が中小会計要領にほとんど拠っている 

④会計専門家に任せているため把握していない 
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ⅲ．認知先における導入度 

 

 

ⅳ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業の構成 

中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業は「⑥サービス業」が 24.2％と最も多く、

次いで「③卸／小売業」（22.6％）、「①建設業」（19.4％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①建設業 

19.4% 

②製造業  

12.9% 

③卸／小売業 

22.6% ④飲食店／宿泊業 

6.5% 

⑤不動産業 

3.2% 

⑥サービス業 

24.2% 

⑦情報通信・運輸・

その他 

11.3% 

※有効回答：62件 
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ⅴ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業の構成 

中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業は「③卸／小売

業」が 23.8％と最も多く、次いで「①建設業」（21.3％）、「⑥サービス業」（20.5％）の順となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①建設業 

21.3% 

②製造業  

13.1% 

③卸／小売業 

23.8% 
④飲食店／宿泊業 

5.7% 

⑤不動産業 

3.3% 

⑥サービス業 

20.5% 

⑦情報通信・運輸・

その他 

12.3% 

※有効回答：122件 
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（２） 資本金規模別 

ⅰ．中小会計要領の認知度 

 中小会計要領を「①知っている」と回答した割合は「5,000 万円超～3億円以下」において 34.2％

と最も多く、次いで「3,000 万円超～5,000 万円以下」（33.9％）、「1,000 万円超～3,000 万円以下」

（33.5％）の順となった。 

 

 

ⅱ．中小会計要領の導入状況 

 中小会計要領を「①導入している」と回答した割合は「3億円超」において 50.0％と最も多く、

次いで「5,000 万円超～3億円以下」（38.5％）、「3,000 万円超～5,000 万円以下」（38.1％）の順

となった。 

 

14.8% 

22.4% 

33.5% 

33.9% 

34.2% 

19.5% 

85.2% 

77.6% 

66.5% 

66.1% 

65.8% 

80.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

500万円以下（183） 

500万円超～1,000万円以下（290） 

1,000万円超～3,000万円以下（161） 

3,000万円超～5,000万円以下（62） 

5,000万円超～3億円以下（76） 

3億円超（41） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる ①知っている ②知らない 

30.8% 

25.0% 

29.6% 

38.1% 

38.5% 

50.0% 

19.2% 

18.8% 

5.6% 

9.5% 

26.9% 

23.1% 

28.1% 

38.9% 

33.3% 

23.1% 

25.0% 

26.9% 

28.1% 

25.9% 

19.0% 

11.5% 

25.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

500万円以下（26） 

500万円超～1,000万円以下（64） 

1,000万円超～3,000万円以下（54） 

3,000万円超～5,000万円以下（21） 

5,000万円超～3億円以下（26） 

3億円超（8） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる 

①導入している 

②導入していない 

③完全に導入しているかは分からないが、従前から行っている会計処理が中小会計要領にほとんど拠っている 

④会計専門家に任せているため把握していない 
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ⅲ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業は「②500 万円超～1,000 万円以下」「③

1,000 万円超～3,000 万円以下」が共に 25.8％と最も多く、次いで「⑤5,000 万円超～3億円以下」

（16.1％）の順となった。 

 

ⅳ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業は「③1,000 万

円超～3,000 万円以下」が 30.3％と最も多く、次いで「②500 万円超～1,000 万円以下」（27.9％）、

「⑤5,000 万円超～3億円以下」（13.1％）の順となった。 

 

①500万円以下 

12.9% 

②500万円超～

1,000万円以下 

25.8% 

③1,000万円超～

3,000万円以下 

25.8% 

④3,000万円超～

5,000万円以下 

12.9% 

⑤5,000万円超～3

億円以下 

16.1% 

⑥3億円超 

6.5% 

※有効回答：62件 

①500万円以下 

11.5% 

②500万円超～

1,000万円以下 

27.9% 

③1,000万円超～

3,000万円以下 

30.3% 

④3,000万円超～

5,000万円以下 

12.3% 

⑤5,000万円超～3

億円以下 

13.1% 

⑥3億円超 

4.9% 

※有効回答：122件 
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（３） 直近の年間売上高別 

ⅰ．中小会計要領の認知度 

 中小会計要領を「①知っている」と回答した割合は「30 億円以上」において 37.8％と最も多く、

次いで「5億～30 億円未満」（37.7％）、「3億～5億円未満」（31.9％）の順となった。 

 

 

ⅱ．中小会計要領の導入状況 

 中小会計要領を「①導入している」と回答した割合は「5,000～1 億円未満」において 42.9％と

最も多く、次いで「3億～5億円未満」（37.9％）、「1億～3億円未満」（30.2％）の順となった。 

 

 

 

14.9% 

13.5% 

17.5% 

22.7% 

31.9% 

37.7% 

37.8% 

85.1% 

86.5% 

82.5% 

77.3% 

68.1% 

62.3% 

62.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3,000万円未満（94） 

3,000～5,000万円未満（52） 

5,000～1億円未満（126） 

1億～3億円未満（238） 

3億～5億円未満（91） 

5億～30億円未満（138） 

30億円以上（45） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる ①知っている ②知らない 

28.6% 

14.3% 

42.9% 

30.2% 

37.9% 

28.8% 

23.5% 

7.1% 

28.6% 

9.5% 

18.9% 

10.3% 

15.4% 

11.8% 

35.7% 

14.3% 

14.3% 

26.4% 

37.9% 

32.7% 

47.1% 

28.6% 

42.9% 

33.3% 

24.5% 

13.8% 

23.1% 

17.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3,000万円未満（14） 

3,000～5,000万円未満（7） 

5,000～1億円未満（21） 

1億～3億円未満（53） 

3億～5億円未満（29） 

5億～30億円未満（52） 

30億円以上（17） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる 

①導入している 

②導入していない 

③完全に導入しているかは分からないが、従前から行っている会計処理が中小会計要領にほとんど拠っている 

④会計専門家に任せているため把握していない 
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ⅲ．認知先における導入度 

 

 

ⅳ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業は「④1億～3億円未満」が 26.7％と最

も多く、次いで「⑥5億～30 億円未満」（25.0％）、「⑤3億～5億円未満」（18.3％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①3,000万円未満 

6.7% 
②3,000～5,000万

円未満 

1.7% 

③5,000～1億円未

満 

15.0% 

④1億～3億円未満 

26.7% 

⑤3億～5億円未満 

18.3% 

⑥5億～30億円未満 

25.0% 

⑦30億円以上 

6.7% 

※有効回答：60件 
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ⅴ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業は「⑥5億～30

億円未満」が 26.9％と最も多く、次いで「④1億～3億円未満」（25.2％）、「⑤3億～5億円未満」

（18.5％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①3,000万円未満 

7.6% ②3,000～5,000万

円未満 

1.7% 

③5,000～1億円未

満 

10.1% 

④1億～3億円未満 

25.2% 

⑤3億～5億円未満 

18.5% 

⑥5億～30億円未満 

26.9% 

⑦30億円以上 

10.1% 

※有効回答：119件 
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（４） 従業員数別 

ⅰ．中小会計要領の認知度 

 中小会計要領を「①知っている」と回答した割合は「101 人以上」において 48.4％と最も多く、

次いで「51～100 人」（48.2％）、「21～50 人」（27.0％）の順となった。 

 

 

ⅱ．中小会計要領の導入状況 

 中小会計要領を「①導入している」と回答した割合は「6～10人」において 41.7％と最も多く、

次いで「51-～100 人」（40.7％）、「21～50 人」（30.0％）の順となった。 

 

 

 

14.9% 

22.9% 

25.6% 

27.0% 

48.2% 

48.4% 

85.1% 

77.1% 

74.4% 

73.0% 

51.8% 

51.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5人以下（249） 

6～10人（157） 

11～20人（164） 

21～50人（148） 

51～100人（56） 

101人以上（31） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる ①知っている ②知らない 

25.7% 

41.7% 

28.6% 

30.0% 

40.7% 

13.3% 

17.1% 

5.6% 

14.3% 

22.5% 

11.1% 

13.3% 

22.9% 

30.6% 

31.0% 

20.0% 

40.7% 

46.7% 

34.3% 

22.2% 

26.2% 

27.5% 

7.4% 

26.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5人以下（35） 

6～10人（36） 

11～20人（42） 

21～50人（40） 

51～100人（27） 

101人以上（15） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる 

①導入している 

②導入していない 

③完全に導入しているかは分からないが、従前から行っている会計処理が中小会計要領にほとんど拠っている 

④会計専門家に任せているため把握していない 
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ⅲ．認知先における導入度 

 

 

ⅳ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業は「②6～10人」が 24.6％と最も多く、

次いで「③11～20 人」「④21～50 人」（共に 19.7％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①5人以下 

14.8% 

②6～10人 

24.6% 

③11～20人 

19.7% 

④21～50人 

19.7% 

⑤51～100人 

18.0% 

⑥101人以上 

3.3% 

※有効回答：61件 
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ⅴ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業は「②6～10人」

が 21.8％と最も多く、次いで「③11～20 人」（21.0％）、「⑤51～100 人」（18.5％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①5人以下 

14.3% 

②6～10人 

21.8% 

③11～20人 

21.0% 

④21～50人 

16.8% 

⑤51～100人 

18.5% 

⑥101人以上 

7.6% 

※有効回答：119件 
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（５） 経理・財務担当人員数別 

ⅰ．中小会計要領の認知度 

 中小会計要領を「①知っている」と回答した割合は「3人」において 53.8％と最も多く、次い

で「4人以上」（37.5％）、「2人」（30.1％）の順となった。 

 

 

ⅱ．中小会計要領の導入状況 

 中小会計要領を「①導入している」と回答した割合は「2人」において 41.5％と最も多く、次

いで「1人」（32.7％）、「0人」「3人」（共に 25.0％）の順となった。 

 

 

 

13.2% 

21.9% 

30.1% 

53.8% 

37.5% 

86.8% 

78.1% 

69.9% 

46.2% 

62.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人（91） 

1人（456） 

2人（136） 

3人（52） 

4人以上（40） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる ①知っている ②知らない 

25.0% 

32.7% 

41.5% 

25.0% 

20.0% 

8.3% 

14.3% 

14.6% 

17.9% 

13.3% 

25.0% 

28.6% 

19.5% 

42.9% 

40.0% 

41.7% 

24.5% 

24.4% 

14.3% 

26.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人（12） 

1人（98） 

2人（41） 

3人（28） 

4人以上（15） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる 

①導入している 

②導入していない 

③完全に導入しているかは分からないが、従前から行っている会計処理が中小会計要領にほとんど拠っている 

④会計専門家に任せているため把握していない 
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ⅲ．認知先における導入度 

 

 

 

ⅳ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業は「②1人」が 51.6％と最も多く、次い

で「③2人」（27.4％）、「④3人」（11.3％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①0人 

4.8% 

②1人 

51.6% 
③2人 

27.4% 

④3人 

11.3% 

⑤4人以上 

4.8% 

※有効回答：62件 
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ⅴ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業は「②1人」が

50.4％と最も多く、次いで「③2人」（21.0％）、「④3人」（16.0％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①0人 

5.0% 

②1人 

50.4% 

③2人 

21.0% 

④3人 

16.0% 

⑤4人以上 

7.6% 

※有効回答：119件 
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（６） 記帳の頻度別 

ⅰ．中小会計要領の認知度 

 中小会計要領を「①知っている」と回答した割合は「毎営業日」において 34.5％と最も多く、

次いで「毎週」（21.4％）、「毎月」（17.8％）の順となった。 

 

 

ⅱ．中小会計要領の導入状況 

 中小会計要領を「①導入している」と回答した割合は「毎営業日」において 32.2％と最も多く、

次いで「毎月」（32.0％）、「毎週」（25.0％）の順となった。 

 

 

 

34.5% 

21.4% 

17.8% 

6.1% 

4.8% 

65.5% 

78.6% 

82.2% 

93.9% 

95.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎営業日（351） 

毎週（98） 

毎月（286） 

四半期～年１回（49） 

その他・不明（21） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる ①知っている ②知らない 

32.2% 

25.0% 

32.0% 

14.0% 

20.0% 

33.3% 

33.1% 

35.0% 

20.0% 

33.3% 

100.0% 

20.7% 

40.0% 

28.0% 

33.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎営業日（121） 

毎週（20） 

毎月（50） 

四半期～年１回（3） 

その他・不明（1） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる 

①導入している 

②導入していない 

③完全に導入しているかは分からないが、従前から行っている会計処理が中小会計要領にほとんど拠っている 

④会計専門家に任せているため把握していない 



 

46 

 

ⅲ．認知先における導入度 

 

 

ⅳ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業は「①毎営業日」が 65.0％と最も多く、

次いで「③毎月」（26.7％）、「②毎週」（8.3％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①毎営業日 

65.0% 

②毎週 

8.3% 

③毎月 

26.7% 

※有効回答：60件 
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ⅴ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業は「①営業日」

が 66.4％と最も多く、次いで「③毎月」（21.8％）、「②毎週」（10.1％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①毎営業日 

66.4% 

②毎週 

10.1% 

③毎月 

21.8% 

④四半期～年１回 

0.8% 

⑤その他・不明 

0.8% 

※有効回答：119件 
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（７） 経理事務の状況別 

ⅰ．中小会計要領の認知度 

 中小会計要領を「①知っている」と回答した割合は「自社の会計ソフト等に入力しており、定

期的に会計専門家のチェックを受けている」において29.5％と最も多く、次いで「その他」（29.2％）、

「会計参与を設置し、自社で決算書を作成」（27.3％）の順となった。 

 

 

ⅱ．中小会計要領の導入状況 

 中小会計要領を「①導入している」と回答した割合は「自社で記帳、伝票入力は行っておらず、

納品書、請求書、領収書等を会計専門家（税理士・公認会計士等）に提出している」において 33.3％

と最も多く、次いで「自社の会計ソフト等に入力しており、定期的に会計専門家のチェックを受

けている」（32.9％）、「その他」（20.0％）の順となった。 

 

9.3% 

29.5% 

27.3% 

29.2% 

90.7% 

70.5% 

72.7% 

70.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社で記帳、伝票入力は行っておらず、納品書、

請求書、領収書等を会計専門家（税理士・公認会

計士等）に提出している（記帳代行）（194） 

自社の会計ソフト等に入力しており、定期的に会

計専門家のチェックを受けている（518） 

会計参与を設置し、自社で決算書を作成（22） 

その他（72） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる ①知っている ②知らない 

33.3% 

32.9% 

20.0% 

11.1% 

13.2% 

16.7% 

25.0% 

5.6% 

30.9% 

66.7% 

40.0% 

50.0% 

23.0% 

16.7% 

15.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社で記帳、伝票入力は行っておらず、納品書、

請求書、領収書等を会計専門家（税理士・公認会

計士等）に提出している（記帳代行）（18） 

自社の会計ソフト等に入力しており、定期的に会

計専門家のチェックを受けている（152） 

会計参与を設置し、自社で決算書を作成（6） 

その他（20） 

※有効回答：（ ）の数値が各々の有効回答となる 

①導入している 

②導入していない 

③完全に導入しているかは分からないが、従前から行っている会計処理が中小会計要領にほとんど拠っている 

④会計専門家に任せているため把握していない 
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ⅲ．認知先における導入度 

 

 

ⅳ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している企業は「②自社の会計ソフト等に入力してお

り、定期的に会計専門家のチェックを受けている」が 83.3％と最も多く、次いで「②自社で記帳、

伝票入力は行っておらず、納品書、請求書、領収書等を会計専門家（税理士・公認会計士等）に

提出している」（10.0％）、「④その他」（6.7％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①自社で記帳、伝票入力

は行っておらず、納品

書、請求書、領収書等を

会計専門家（税理士・公

認会計士等）に提出して

いる（記帳代行） 

10.0% ②自社の会計ソフト

等に入力しており、

定期的に会計専門家

のチェックを受けて

いる 

83.3% 

④その他 

6.7% 

※有効回答：60件 
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ⅴ．中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業の構成 

 中小会計要領を知っており、かつ、導入している又はほとんど拠っている企業は「②自社の会

計ソフト等に入力しており、定期的に会計専門家のチェックを受けている」が80.8％と最も多く、

次いで「④その他」（10.0％）、「①自社で記帳、伝票入力は行っておらず、納品書、請求書、領収

書等を会計専門家（税理士・公認会計士等）に提出している」（5.8％）の順となった。 

 

 

①自社で記帳、伝票入力

は行っておらず、納品

書、請求書、領収書等を

会計専門家（税理士・公

認会計士等）に提出して

いる（記帳代行） 

5.8% 

②自社の会計ソフト

等に入力しており、

定期的に会計専門家

のチェックを受けて

いる 

80.8% 

③会計参与を設置

し、自社で決算書を

作成 

3.3% 

④その他 

10.0% 

※有効回答：120件 


